
山梨障害児教育学研究紀要, 14, 35-48, 2020.�

� - 35 -

特別支援学校（知的障害）の教育課程の変遷に関する研究 
－37 年間の学校要覧や校内研究紀要を手がかりとした中心的な指導形態の変容－ 

 

佐 野 友 俊* 
Tomotoshi SANO 

 
I.� はじめに 
 
我が国の知的障害者を教育する特別支援学校（以下，特別支援学校（知的障害）とする）は図

1に示す通り，2017年度現在で 776校存在している。前年度からの増減について，増加は開校，
減少は統廃合した数とみなすことができ，1970年から 1980年の 10年間に注目すると 332校が
増加，つまり開校されている。これは，2017 年度の総数の約 43％にあたり，我が国の特別支援
学校（知的障害）は 1979 年の養護学校の就学及び設置の義務制（以下，義務制とする）施行ま
での前後 10 年間（1970 年から 1980 年）にかけて促進的に設置された学校であり，現在それら
の多くが学校創立 40年，50年を迎えているのである。また義務制施行の時期に採用された教師
の退職時期と重なり，次世代を担う教師や学校の姿勢が問われている。 
学校教育の中核は教育課程である。教育課程について高橋（2018）は，「教育課程には国が基
準として示すもの（国レベル），各学校の教職員が学習指導要領に基づき合議により具体的に編
成・計画するもの（学校レベル），個々の教師が計画し，実施する教育課程（教室レベル）など
様々なレベルでのものがある」としている。「学校レベル」の教育課程を編成するにあたり考慮
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図１ 知的障害者を教育する特別支援学校の総数推移と前年度からの校数増減 
文部科学省（2018b）「特別支援教育資料（平成 29 年度）」より筆者作成 
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することとして文部科学省（2018a）は①児童生徒の実態，②学校の実態，③地域の実態を挙げ，
「学校や教師の多様な創意工夫を前提とする」としている。つまり児童生徒をどのように捉え，
何を願って日々の指導を行っているかという教師の考えが重要である（広瀬，1980）。総じて，
知的障害特別支援学校は次世代を担う教師の姿勢，とりわけ上記のような教師の考えが今，問わ
れていると考える。 
本稿では，「学校レベル」で編成する教育課程に着目し，義務制施行（1979年）時に知的障害
養護学校として開校した A県立 B特別支援学校（以下，B校とする）の 37年間の教育課程につ
いて，教育課程を構成する中心的な指導形態の変遷とそれを支えていた教師の考えの関係性を明
らかにすることを目的とする。なお，B 校は 2007 年より知的障害者と肢体不自由者を教育する
特別支援学校（以下，知肢併置特別支援学校）へ移行している。本稿では，児童生徒が学校へ登
校することによって教育を実施する知的障害特別支援学校の教育課程の変遷を主題にしているこ
とから，2007年以降も B校の知的障害教育に分析の主眼を置くことを付記しておく。 
 
II.� 方法 
 
1.� 検討資料 
教育課程を構成する中心的な指導形態の変容を外面的に捉える資料として B校の「学校要覧」
を，それを支えていた教師たちの考え方や願いなどの内面的に捉える資料として B校の校内研究
紀要「実践」を検討資料として用いる。いずれの検討資料も対象とする期間は 1979 年（B 校開
校年度）から 2017 年までとする。なお，B 校はその時々の実情に応じて訪問教育も実施してき
た。訪問教育の果たしてきた役割は多大であるが，本研究では，上記目的の通り，あくまで児童
生徒が登校することによって教育を実施する特別支援学校（知的障害）の教育課程に主眼をおい
ていることから，訪問教育は分析の対象から除外して検討した。 
 
2.� 手続き 
（１）学校要覧より示される学校の外面的な変遷の整理 
①中心的な指導形態の側面，②児童生徒の実態に関する側面，③地域の実態に関する側面を学
校要覧から数量的に整理し，図示する。 
（２）校内研究紀要「実践」より示される教師の考えの変遷の整理 

B 校の校内研究の基本構造は，教師が研究したいと考える事柄を集約し，全体の研究主題とし
て設定する。これをもとに各学部（小学部低学年，小学部高学年，中学部，高等部）単位の研究
体制で実践的，理論的に研究協議を行う。小学部は 1996 年以降，低学年・高学年と分けず学部
として一本化している。また，2016 年～2017 年は各学部単位から学部の枠組みを越えたテーマ
別の研究グループによる研究体制をとっている。また，その研究協議の内容を年度毎に校内研究
紀要「実践」（以下，研究紀要）としてまとめ，冊子を作成している。研究という名称も用いる
が，いわゆる学術研究ではなく，各年版研究紀要の巻頭言に多く示させるように「現場の教師た
ちの実践や考察を綴った記録」という方が正確であろう。研究紀要の概要（発行年，研究主題，
計画年，研究体制）と，本稿が対象とする頁数の関係は表 1 に示した通りである。なお，実践 8
（1987年），実践 26（2005年），実践 28（2007年）は B校に保管されておらず検討資料とし
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て用いることができなかった。以上のような資料の性格を踏まえ，以下の手続きで分析を行う。 
①� 1次抽出：研究紀要の中から巻頭言，研究概要，各学部の実践（小学部低学年，小学部高学年，
中学部，高等部）の内容が書かれた頁より「教師の考え」が書かれた部分を表２の枠に従って抽
出する。 
②� 2次抽出：1次抽出によって得られた情報から，200字程度に要約をする。 
③�考察：2 次抽出資料と（1）より得られた情報を合わせ，中心的な指導形態とそれを支えてい
た教師の考えを整理し，考察する。 
学校要覧および校内研究紀要を用いて変遷を整理するにあたり，時期区分を設定した。B 校は

1988年から 1990年の 3年計画で教育課程の見直しを行っているが，実質は 1年目（1988年）
の授業名称の変更，2年目と 3年目（1989年と 1990年）は算数科／数学科の指導内容表作成で
あり，中心的な指導形態の見直しや変更は行われていなかった。その後，1991 年から 2 年計画

g; 
� $oÉË kN* SX�� l,y `y9 ��

~��� ÊÃÂ

~��} ÊÃÃ

~��~ ÊÃÄ $oÀ ~|�� ~}�

~��� ÊÃÅ $oÁ ~|�� ~}�

~��� ÊÃÆ $oÂ �|�� ��

~��� ÊÃÇ $oÃ ~|�� ~~�

~��� ÊÄ¾ $oÄ #s»´¸º· ~|�� �~

~��� ÊÄ¿ $oÅ ~|�� �~

~��� ÊÄÀ $oÆ ~|�� ~�}

~��� ÊÄÁ $oÇ ~|�� ��

~��� È¿ $o¿¾ ~|�� ��

~��} ÈÀ $o¿¿ ~|�� �}

~��~ ÈÁ $o¿À ~|~�� ���

~��� ÈÂ $o¿Á ~|~�~ ~��

~��� ÈÃ $o¿Â ~|�� ~}�

~��� ÈÄ $o¿Ã ~|�� ~~�

~��� ÈÅ $o¿Ä ~|~�� ~��

~��� ÈÆ $o¿Å ~|~}� ~��

~��� ÈÇ $o¿Æ�

~��� ÈÇ $o¿Æ�

~��� È¿¾ $o¿Ç

~��� È¿¿ $oÀ¾ �* #s ~|�� �~

�}}} È¿À $oÀ¿ ~|�~ ��

�}}~ È¿Á $oÀÀ ~|�� ��

�}}� È¿Â $oÀÁ ~|�� ��

�}}� È¿Ã $oÀÂ �* #s ~|�� �~

�}}� È¿Ä $oÀÃ �* #s ~|�� ~�~

�}}� È¿Å $oÀÄ �* #s

�}}� È¿Æ $oÀÅ �* #s ~|�� ��

�}}� È¿Ç $oÀÆ �* #s

�}}� ÈÀ¾ $oÀÇ �* #s ~|�} ��

�}}� ÈÀ¿ $oÁ¾ �* #s ~|�� ��

�}~} ÈÀÀ $oÁ¿ �* #s ~|�~ ��

�}~~ ÈÀÁ $oÁÀ �* #s ~|�� �~

�}~� ÈÀÂ $oÁÁ �* #s ~|�� ��

�}~� ÈÀÃ $oÁÂ �* #s ~|�� ��

�}~� ÈÀÄ $oÁÃ �* #s ~|�� ��

�}~� ÈÀÅ $oÁÄ �* #s ~|�� ��

�}~� ÈÀÆ $oÁÅ �* ´¸º· ~|~}� ~}�

�}~� ÈÀÇ

?@£.h¢3(� 'u0¤��³Q3��½KJ£��°3(x¤nz£HG³,��½

$oÁÆ
�ZM-����¤eY U���³ª���

½Or¹eY75 �LPt2¤jG³p��½
À* ´¸º·

[

�

=

)¹�¹{\s�­¨&%f¤q6³ª���½�#s£���¥8V#a³SX¤^� ��½

)¹�¹{\s�­¨&%f¤I0£/��3(¤�¯:

	�¤¶ºµ£/�°�ª¤75¤�$³ª���

"¡«¤d�¬�d0³<!w£+���3(¤�¯:½	�¤$1£/��eY³Q3��½

M�°�³¥��©3(:D¤�¯:

M�°�³¥��©75¤�$³ª���

M�°�³¥��©3(¤�¯:

M�°�³¥��©3(¤$o

����£�²��­¯­�3(³Q3��

����£�²��­¯­�3(³Q3��

>�

"¡«¤d�¬�d0³<!w£+���3(¤�¯:½	�¤$1£4A��¯³Q3��½

"¡«�� ¤v²¯��¤jG³Cª�½�m¹]9\¤4A³p��½ Á* #s

[

�

=

$o³p��8cnW³b�° À* #s

 «£#¨¼ «£M�°U�³Q3��¼�±�®¤�F8c¤�¯: À* #s ~|~�� ~��

��§ ¯³M��#a3(¤�¯:

��§ ¯³M��#a3(¤�¯: Á* #s

~��

[

~

=

U�ME£.h¢ T#�³c�°�ª¤3( Á*
#s

»´¸º·

�§ ¯§ ¯�M�M� �¯_©�#a3( Á*
#s

8cnW¤iR� Á*

��|��

~~�|~�~

#s

8cQB³
K��°#a3(¤�¯:½��§ ¯³M��#a3(¤�¯:½ À* #s

SX�z

$o¿
� ¦³c�°�ª¤3( Á*

#s

»´¸º·

��� ����
����!��	�


���������
���.
�����
���	�


�.%-&,/'*��'()+��$�"#�������	�


表１ Ｂ校の校内研究の概要と本稿の対象とする頁数の関係 
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で，文部省「特殊教育教育課程研究」の指定校として教育課程の見直しを行い，1992年以降，各
教科等を合わせた指導の減少が進んでいった。以上より，各教科等を合わせた指導が中心であっ
た時期として第 1期（1979～1992年），各教科別の指導への移行期として第 2期（1993～2002
年）とした。2003年以降は，中心的な指導形態の大きな変更は行われず，支援方法に関すること
や国から示される新しい用語の解釈へと教師の注目が注がれた。この時期を第 3期（2003～2017
年）とした。 
 
III.�結果 
 

B 校での用語の使い方について，冒頭に解説する。一斉指導と集団指導の表記について，B 校
では児童生徒 1人～2人に対して教師 1人で行う指導を個別指導と呼び，児童生徒の実態により
選定された児童生徒 4～10 人程度に対してティーム・ティーチング（教師 2～8 人程度，以下，
T・Tとする。）で行う小集団の指導を集団指導と呼んできた。本稿では，集団指導について，個
別指導に対して，一般的に用いられる一斉指導の表記を用いる。なお，研究紀要からの引用文は，
原文のママ，集団指導と表記する。なお，各教科別の指導の「各教科」とは，特別支援学校（知
的障害）の各教科を指す。 
 
1.� 学校要覧より示される学校の外面的な変遷 
各学部の中心的な指導形態の変遷を図 2および図 3に，児童生徒の実態に関する変遷を図 4と
図 5に，通学区域に関する変遷を図 6と図 7にそれぞれ示す。 
中心的な指導形態は各教科等を合わせた指導から各教科別の指導へと移行したことが大きな特
徴である。児童生徒は，その総数が 1996 年に大幅減少する。これは図 6 の児童生徒の居住地と
も関連するが，「学校南部 1市 2町 4村」を通学区とする新設の C養護学校開設に伴う通学区再
編によるものである。B校は知的障害養護学校として開校したが，1996年より知的障害と肢体不
自由を併せ有する（以下，重複障害とする）児童生徒が，重複障害学級を設置することで在籍す
るようになった。2007 年に知肢併置特別支援学校へ移行するが，その在籍割合はほぼ一定であ
る。障害種別や障害の程度に応じ週時程表（いわゆる日課表）を作成したことから，2003年より
学部毎の週時程表は増加していった。また，2014年より「類型化」と呼ばれる障害種別や障害の
程度に応じた教育課程のコースを編成し，コースに応じた週時程表を用意した。 

表２ 研究紀要の 1次抽出表枠 
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図 2 A県立 B特別支援学校の知的障害教育の代表的な教育課程の変遷（小学部） 
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区
分

年
度 '79 '80 '81 '82 '83 '84 '85 '86 '87 '88 '89 '90 '91 '92 '93 '94 '95 '96 '97 '98 '99 '00 '01 '02 '03 '04 '05 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '18

養訓

英語

外国語

*3 表中の囲みの高さはそれぞれ時間数を示し，白抜きセルは「各教科等を合わせた指導」を，黒囲みセルは「各教科ごとの指導」を示す．

職業・家庭

職業
家庭

自立活動

情報

*1 毎日繰り返し行う，各教科等を合わせた指導である，給食を含む「日常生活の指導」および「朝の体育」の時間は除いた.
*2 中学部，高等部ともに，10:00～12:00，13:30～14:30の時間帯を抽出した.
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図 3 Ａ県立Ｂ特別支援学校の知的障害教育の代表的な教育課程の変遷（中学部・高等部） 
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2.� 中心的な指導形態とそれを支えていた教師の考えの変遷 
研究紀要より 2次抽出資料（第 1期の研究概要／主題設定の理由および研究のまとめ）を表 3
に示す。なお，同様の表が，時期区分ごとに小学部，中学部，高等部と存在するが，本稿では紙
面の関係上省略して，表 3のみを具体例として掲載する。 
以下，時代区分に沿って，2 次抽出資料と学校要覧から得られた情報を整理し，中心的な指導
形態とそれを支えていた教師の考え，教育課程の捉え方を帰納的に記述する。 
�  

図 4 Ｂ校の全校児童生徒数 

図 5 児童生徒の障害種別毎の在籍割合と週時程表数 
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図 6 児童生徒の居住地割合 

図 7 中学部卒業生の本校高等部への進学割合 
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（1）�第１期（1979年～1992年） 
1）� 中心的な指導形態 
全校的に各教科等を合わせた指導を中心とした教育課程が編成された。特に，小学部では「総
合学習」や「あそび学習」という授業名称で，劇遊びを題材とした一斉指導が展開された。中学
部では「生活単元学習」や「作業学習」，高等部では「作業学習」（いずれも各教科等を合わせ

表３ 第 1期（1979年～1992年）の研究概要の2次抽出結果 
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た指導の代表例）が中心的に取り上げられて，一斉指導として展開された。 
2）� 教師の考え 
①�児童生徒の全体的な発達の道筋の把握 
 目の前の児童生徒との日々のかかわりを大切にしながらも，様々な「発達理論」や「発達段階」
に注目し，全体的な発達の道筋を把握しようとしていた。また，実践的にも理論的にも児童生徒
の姿を浮かび上がらせようとしていた。その結果，発達段階での現段階の充実が次の段階の充実，
すなわち将来の生活を豊かにすることにつながると考えていた。 
②�各教科の要素ではではなく生活に即した「まとまり」として指導 
 特に小学部では，児童の実態を見つめ，指導形態として各教科に分化して，また日課的にも単
位時間ごとに「細切れ」に分けて指導することに対する疑問が示されていた。「現実の生活と切
り離された訓練的なものではなく，現実の生活場面をそのまま指導場面にしていく」（小学部低
学年，1981；小学部高学年，1981）と考えた。そこで，指導形態は，各教科として分化せず統合
した指導形態で，児童の生活に即し，日課表（週時程表）も毎日 4校時は生活単元学習とするよ
うな「帯状」とし，指導形態・日課の両面で「まとまり」のある構成で指導することで，生活す
る力そのものを獲得させたいと考えていた（小学部高学年，1984）。図 7 より，当時（1979～
1992年）の B校中学部生徒の B校高等部進学率は 60％前後であり（現在は，ほぼ 100％），「学
校教育の出口」としての中学部であった。中学部と高等部の教師たちは，「社会が要請する」（中
学部，1982）生徒像と実際の生徒像との間に葛藤を感じていたようである。生徒は成長している
のか，指導は積み重なっているのかという不安も示されている。発達の限界を許容しながらも一
人一人を丁寧に見つめ，学習活動の意味を考えることで，その葛藤を乗り越えようとした。各生
徒の実態の幅が広がるほど，作業学習に重点を置こうと考えた。 
③�個別指導はもとより，一斉指導でも「個」を重視 
 児童生徒の成長のために「個」を見つめることを重視ながらも，その答えを個別指導に求めよ
うとしていなかったようである。「みんなと一緒だからできた」「集団力動」（小学部低学年，
1984；小学部高学年，1984）という実践からの言葉に裏付けされるように，児童生徒の成長の場
として，「個別や特設時間で指導するよりも学校生活全般で集団指導が必要」（小学部低学年，
1986；小学部高学年，1986年）であると考えていたからである。 
（2）�第２期（1993年～2002年） 
1）� 中心的な指導形態 
全校的に「国語科／算数科（数学科）」（以下，国語／算数（数学））として行われた個別指
導が教育課程の中核をなすようになった。小学部，中学部では，各教科等を合わせた指導から，
各教科別の指導の指導形態を中心とした教育課程の編成へと移行していった。高等部では，各教
科等を合わせた指導（生活単元学習と作業学習）と各教科別の指導を混在させて教育課程を編成
し，一斉指導として展開された。 
2）� 教師の考え 
①�個別指導と一斉指導のバランス 
第２期前半（1993年）では「B校の教育課程の大半は集団指導であり，集団の利点を生かして
指導してきた。しかし，ともすると集団指導は個がぼやける」（研究概要，1993）と省察してい
る。その背景として「自分の中にとどまる子（小学部高学年，1993），集団の中で置き去りにさ
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れる子（中学部，1993）の存在も見逃せない」，「児童生徒が集団指導の場面でも力を発揮する
ためには教師との 1対 1の関係（個別指導）を基盤にしたい」（小学部低学年，1993；小学部高
学年，1993）という教師たちの考え方が示させている。また第 2 期の半ば（1996 年）に，学区
内に新設の C養護学校が開校し，通学区域の再編が行われたことにより，図 4に示す通り，全校
児童生徒数は半数に減少した。「少人数の利点を生かす」と教師たちは考え，1対 1の個別指導，
または 1 人の教師に対して 2～3 人程度の児童生徒の少人数指導で教具を活用した指導（国語／
算数（数学））に重点を移す。一方で，第 2期後期では，「集団授業と言っても人のかたまりの
中で授業をしている」（小学部，2001）と一斉指導の在り方について疑問が示されている。具体
的には，T・Tで行われる一斉指導の中での，副たる役割の教師（サブティーチャー）と児童生徒
間の個別指導傾向を課題として，集団の利点を生かす指導の検討の必要性を挙げている。 
②�個別指導（国語／算数（数学））を基盤にした児童生徒理解 
国語／算数（数学）の指導では，人間の行動の成り立ちや系統性を研究した心理学的な理論を
拠り所として，その分野の研究者の助言も受けることで，教具を用いた言葉や数に関する指導を
全校的に活発に展開した。「教材（教具）は子どもと教師とをつなぐやりとりの媒介であり，課
題ができた・できないではない。」（小学部，1993；1994；1995），「誤答と呼ばれる行動に子
どもの考え方が反映されている。なぜその行動を起こしたのか，行動の意味や背景を考えること
が大切である」（中学部，1993；1994；1995），「国語／算数（数学）の指導が教師にとって児
童生徒の実態把握の場である」（高等部，1994）との教師の考え方が示されている。この国語／
算数（数学）の指導は，教科の指導に留めず，児童生徒理解の基盤として考えていたようである。
「外界の受け止め方の多様性を重視し，教え込むものではなく，行動の理由や原則，子どもの側
にある基準を解明していきたい。」「生活の中でもその原則で子どもが行動している。」（中学
部，1993；1994；1995）といった教師の考え方が全校的に示されている。 
③�各教科等を合わせた指導から各教科別の指導へ 
各教科等を合わせた指導の概念として，「各教科で学んだことを統合する，知識を応用する」，
「個々の力を集団の場で発揮する「見せ場」である」（1993年），という考え方を教師たちはも
っていた。一方で「各教科等を合わせた指導の柔軟さが逆に教師の指導性を曖昧にしている」
（1993 年）という疑問も生じていたようである。「劇遊びは多くの指導の可能性を秘めている
が，依然として不明確な部分が多い」「（劇遊びは）何をしたらよいのかわかりにくく，準備に
膨大な時間がかかる」「各教科等を合わせた指導＝劇遊びと考えていた時期がある」（小学部低
学年，1988；小学部高学年，1988）等の反省も示されている。小学部では劇遊びを題材とした「あ
そび学習」や「総合学習」としていた授業名称を，低学年では遊びの指導，高学年では生活単元
学習（いずれも各教科等を合わせた指導の代表例）に名称変更した。指導内容としても劇遊びは
取り上げられなくなった。さらに「遊びの指導（音楽）」「同（体育）」「生活単元学習（社会
的単元）」「同（理科的単元）」「同（家庭科的単元）」のいうように「各教科風」の名称を付
け，各教科の要素に分けて指導内容を構成した。背景として「遊びを学習活動の手段」（小学部
低学年，1992）とする教師たちの考え方が示さている。つまり，遊びで各教科の指導内容を指導
することを考えたのである。そして，それらは「生活科」「音楽科」「体育科」として各教科別
の指導形態へと移行していった。「教科学習は単元の配分，系統性を考えられることが利点」（小
学部，2003），「普段漠然としていることを整理，概念化していくことが重要である」（小学部，
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2003）といった教師たちの考えが示さている。さらに「生活科は，小学校の生活科を参考に，さ
らに理科，社会科へと分化していくような指導内容を考えて」（小学部低学年，1992）を組織し
たようである。中学部では生活単元学習や作業学習から理科，社会科へと各教科別の指導へと移
行した。このような指導形態をとった理由として，「文化の伝承者として生徒に必要な教科を指
導したい」，「（国語／算数（数学）の指導で）児童生徒の行動の原理原則がわかれば，図工や
社会，音楽も指導も説明ができる」（1994年）という教師たちの考え方が示さている。なお，こ
こで「図工」は図画工作科を，「社会」および「音楽」は社会科，音楽科をそれぞれ示す。 
（3）�第３期（2003年～2017年） 
1）� 中心的な指導形態 
全校的に各教科別の指導を中心とした教育課程が編成された。「国語科／算数科（数学科）」
として行われた個別指導が中核をなし，他は各教科別の指導が取り上げられて，一斉指導として
展開された。小学部は 2003年から 2007年まで生活科から社会科，理科，家庭科として一部で展
開されたが，2008 年には再度，生活科とし，2011 年以降，生活単元学習が一部で「復活」して
現在に至っている。中学部も 2010 年に生活単元学習が同じく一部で「復活」している。高等部
は，各教科等を合わせた指導（作業学習）と各教科別の指導を混在させて，一斉指導として展開
された。 
2）� 教師の考え 
①�学習指導要領に示される新しい語句に関する指導実践に基づく解釈 
「生きる力」（1999年版学習指導要領），「キャリア教育」（2009年版学習指導要領）など，
学習指導要領改訂により示される新しい語句をどのように捉え，解釈するか検討している。「生
きる力」については，2003年及び 2009年に検討を行っている。その方法は，各学部の教育課程
の中核としていた小学部，中学部では国語／算数（数学），高等部では作業学習に関する指導実
践発表に基づき，その語句の意味を考えていたようである。 
キャリア教育については，2010年から 2011年にかけて全校的にその意義やその視点を取り入
れた指導について検討した。「キャリア教育は生きる力を育む指導事例として」（研究概要，2010）
考えており，「キャリア教育のために新たな学習活動を設定するのではなく，今ある授業の指導
内容をキャリア教育の視点で見直し・整理した。結果，これまでの指導内容がキャリア教育の指
導内容と重なっていることがわかった」「長期的な視点で現在の指導がどこにつながるのか」（小
学部，2010）という教師たちの考え方が示されている。学習指導要領に示させる新しい語句に対
して新たな実践を作るのではなく，これまでの実践に対して自己点検と補正を加えるという，積
極的かつ抑制的な姿勢であったようである。「これまでの実践には「生涯に渡る」という点が薄
かった」（中学部，2010）と省察し，「各学部で将来の生活を見据えながら，各学部段階の指導
の充実をめざす」（研究概要，2010）という共通確認をしている。 
②�国語／算数（数学）を基盤にした児童生徒理解（継続） 
第 2期同様に，全校的に国語／算数（数学）の個別指導が積極的に展開された。児童生徒の物
の見方や考え方，行動を理解するといった実態把握の基盤としても重視された。小学部では，実
態把握のみならず，児童の発達の基盤である学習活動として指導内容を整理したり，おおまかな
系統性を示したり，国語／算数（数学）に関する学部研究を活発に行った。国語／算数（数学）
の指導を断片的なものとせず，生活にどのように役に立つのかという点でも協議された。個別指
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導の充実を教師が実感する一方で，一斉指導をどのようにしたらよいかという課題も示されてい
た。 
③�各教科別の指導と類型化（障害種別・障害の程度に応じた授業時数の配当による週時程表作
成）による教育課程の編成 
「教科の要素と遊びの要素の利点，欠点を考える中で，体験（遊び）を通して，概念の整理，
概念形成，経験拡大を図っていくことを考えた。教科の内容を遊びを通して教えるということで
ある」（小学部，2004）という教師たちの考え方が示されている。2003年～2005年では，「系
統性や指導内容のバランス」，「教科の内容を体験を通して教え，概念の整理していく」をキー
ワードにしながら，各教科別の指導形態で指導が展開された。教育課程の中心的な指導形態は，
第 2 期に見られた各教科別の指導から見直されることはないに等しかった。2007 年，特別支援
教育への移行に際し，知肢併置特別支援学校となったことに伴い，医療的ケアを必要とする重複
障害のある児童生徒，発達障害や軽度の知的障害のある児童生徒など，多様な実態や障害のある
児童生徒が在籍することになった。これらに対応すべく障害種別・障害の程度等の実態に応じた
「類型」と呼ばれる，授業時数の配当を設定した編成が見られるようになった。これにより，日
課表（週時程表）は増えた。しかし，知的障害教育に注目すると教育課程の中心的な指導形態は
各教科別の指導である。中心的な指導形態に関する検討や見直しはないに等しく，支援方法の工
夫という視点に教師の関心が変化してきている。 
 
IV.�まとめ 
 
本稿では，ある知的障害特別支援学校（B校）の 37年間の教育課程について，教育課程を構成
する中心的な指導形態の変遷とそれを支えていた教師の考えの関係性を明らかにすることを目的
としてきた。B 校の研究紀要の引用だけでは，当時の教師の考えの全てを説明しきれない部分が
あるが，その概要として以下の姿が明らかになった。中心的な指導形態は，各教科等を合わせた
指導から各教科別の指導へと移行してきたことである。その理由として，第 1期では「現実の生
活場面をそのまま学習場面にする」という考えのもと，指導形態も日課も「まとまり」のある指
導を大切にしたいと考えていた。しかし，開校 10年を経過した 1991年から 1992年に行われた
教育課程の見直しでは，「遊びは学びの手段として小学校の教科を参考または拠り所として授業
実践を行う」（小学部低学年，1992），「対人関係の基盤となる教師との 1対 1の関係が必要で
ある。生活単元学習の指導では，生活を題材とした単元と教科を題材とした単元で指導をする。
生活単元学習で全てを指導することは難しい」（小学部高学年，1992），「生活単元学習，作業
学習は，各教科で学んだことや知識を統合，応用する場であり，個々の生徒にとっては『見せ場』
である。しかし，一方で各教科の系統性や要素，バランスを十分におさえられていない」（中学
部，1992年）というように各教科等を合わせた指導への疑問が多く示されている。結果として各
教科等を合わせた指導は見直された。第 2期では「個別指導で明らかになった行動の原則を他の
教科へ応用する」「教科指導では系統性が追えるという利点」「教科内容を体験を通して概念化
していく」「文化の継承者としての教科を学ばせたい」という考え方も各教科別の指導へと移行
する原動力となったことが明らかになった。指導形態に関する議論に付随して，個別指導と一斉
指導についての考え方やその変遷も明らかになった。「個」を見つめるという点は共通であるが，
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第 1期ではそれを個別指導と結びつけなかった。児童生徒の成長の場として集団，すなわち一斉
指導が必要であり，集団のもつ個への作用を期待していた。第 2期では，実態把握の場として個
別指導が重視され，個別指導の充実が一斉指導の充実へとながると考えた。全校児童生徒数の大
幅な減少という学校の実態もあり，学校の特長を「活かす」という点も作用したことが明らかに
なった。個別指導に重点が偏ると，その反動として一斉指導への揺れ戻しがあり，バランスを取
り直す姿も明らかになった。第 3期はその流れを維持しながらも，指導形態に関する議論は鳴り
を潜め，指導形態は第 1期，第 2期に比べて変容することはないに等しかった。支援方法に関す
ることや国から示される新しい用語や基準の解釈へと教師の注目が注がれていることが背景とし
て明らかになった。 

総じて，中心的な指導形態の変遷は，それを支えていた教師の考え方の変化によりもたらさせ
ていたことが明らかになった。 
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